
題目 １７        ２００４年を展望する 
国際印刷大学校学長 
工学博士 木下堯博 

世界的に２００４年は景気が回復し、GDPの成長も IMFの予想で Gエイト諸国のアメ
リカは３．６％、ドイツ、フランス、イギリス、イタリア各国は２～３％、カナダ３．２％、

ロシア３．５％、日本１％台と見込まれている。一方、アジアでは中国が７～８％、韓国

５％、台湾４％、香港３．３％と依然として高い成長が続くと推定されている。ここで、

わが国は適切な経済政策による一層の成長が期待されている。 
２００２年の世界全体のGDPは３０８，７２２億ドルとなり、うちアメリカは３１．９％、 

EU２５．４％、日本１５．７％となっているが、これは世界の印刷出荷額（約３３兆円）
の各国の比率に類似傾向にある。 

1 人当たりの GDP（ドル）は日本３５，６２０ドル、アメリカ３４，１００ドル、ドイ
ツ２５，１２０ドルとなっていて、かろうじて一位を維持しているが、国民生活上ではあ

まり実感はない。 
２００４年の日本にかかわりのある世界的な行事は４月韓国総選挙でウリ党（日本語訳

わが党）と改名した与党の動向が注目される。５月６日から drupa2004が始まるが無版デ
ジタル印刷の動きが日本、ドイツ、アメリカの競争になるであろう。７月参議院選挙、８

月アテネオリンピック、１１月アメリカ大統領選挙などがあり、歴史の転換期を迎える。 
 IGAS２００３の世界印刷技術者会議などでも議論されたように世界経済が電子商取引
に移行し、グローバル化に伴い日本経済に与える影響は大きくなり、わが国は２００５年

に世界一の IT国家を目指す e-ジャパン計画は利用・活用にシフトして来た。 
この電子化計画は２０００年１１月に IT基本戦略を立ち上げ、e-ジャパン戦略（２００
１年１月）から１年ごと結果報告をし、最近では２００３年８月に e-ジャパン重点計画２
００３を発表した。それまでの約３年間の取り組みによる成果をふまえて、目標の見直し

をすると共に新戦略を掲げ、利・活用の目標を追加した。今までの成果は基礎整備が中心

であり（１）インフラ（２）人材（３）電子商取引（４）電子政府（５）情報セキュリテ

ーの５項目で特に新しい目標として、IT 利・活用へと進展している。この内の電子商取引
（EC）では企業の IT化、新たなビジネスの創造の促進などが追加された。 
２００３年９月、平成１４年工業統計速報が発表された。出荷額は３年連続で輸送機械

製造業（自動車など）が増大したが、他の２３の産業・製造業はすべて減少した。製造業

出荷額の全国平均で前年比－４．３％、印刷・同関連業は－４．５％であつたが、最も大

きな減少率を示したのは衣服・繊維製品製造業－１１．３％であった。 
印刷・同関連産業で減少率の大きな県は高知－１８．４％、京都－１２．６％、滋賀と 
秋田－１２．３％を含め２８都道府県、増大率の高い県は島根１７．７％、福井１５．３％、

岩手８．４％を含め１９県となった。 
産業集中度は出版・印刷・同関連産業、輸送用機械器具製造業は地域別集中度が高い。 



出版・印刷・同関連産業の①政令市等、②市、③町村別に出荷額を算出すると①政令市が

減少し、③町村が増大して来ている。 
これは ITや電子商取引などの普及により、大都市からの分散が進み、更にこの傾向は 
進むものと考えられる。 
中小企業挑戦支援法は日本の厳しい経済状況を打破するために、新たな創業、新規事業

を支援するために改正された法律である。２００３年に制定された１円から設立できると

いうキャッチフレーズで経済産業省は２００６年まで３６万社の新会社を目標にしている。 
また、IT投資促進税制も制定され、税額控除、特別償却などがみとめられます。 
このような状況の中で世界の EC市場は年５０～７０％の高い成長率で推移し、２００５年
には B to Bを中心に９兆ドル規模になると見られている。 
このうちで注目されるのはモバイル ECが急成長中で、若者を中心として伸びている。 
XML/EDIの導入企業は少ないが流通、電子機器、旅行、住宅産業が標準開発を行っている。 
近年、注目されている P to P (Peer to Peer)は同等同士と訳され、クライアントサーバーを
経ないで、高性能になった PCの余った領域同士でネットワークを組むことになる。 
仲介者（サーバー）が関与しないことで企業間の電子商取引（B to B）が円滑に進める。つ
まり、当事者同士の直接の電子商取引きになるので不正な操作は排除が可能となる。 
また、印刷価格のデータベースである「印刷料金の実勢価格」が近く公開を予定である。 
価格破壊と短納期の時代に、迅速に標準価格の算出に対応でき、中小企業印刷界の救世主

ともなろう。 
このような世界の潮流に対し、国際印刷大学校（石川 忠理事長、木下堯博学長）は２０

００年４月、drupa2000 の年に開学され、１６名の客員教授により印刷の教育・研究をお
こなっている。教育面ではグラフィツクアーツ学から CTP論、色再現論、印刷未来学など
印刷・関連の３０学科目を開講していて、多くの受講生が学んでいる。 
２００３年４月に全国中小企業団体中央会からの「業種・業態別電子商取引等の研修シ

ステム」に応募し「印刷産業に於ける電子商取引の e-ラーニングによる研修」のテーマで
採択された。本事業全体委員会を２００３年９月４日に行い、本格的に事業がはじまった。

その後、電子商取引のカリキュラムの整備とコンテンツの開発を行い、２００３年１１月

１日より第１期の講座を全国から多くの受講者の参加のもと開講した。第２期は平成１６

年１月から２月まで開講予定である。この内容は e-ジャパン重点計画の５項目のうち、２
項目（②人材育成と教育・学習の振興、③電子商取引等の促進）に該当し、日本の IT戦略
に国際印刷大学校はいささかでも貢献していると自負がある。本講座の受講終了者には EC
エキスパート認証を授与する予定でいる。 
政府の e-ジャパン計画の推進とともに IT化は大きく前進し、２００５年には世界最先端の IT国家が完

成とともに、本事業も発展し、印刷界はこの難局を乗り越え、ITなどの導入と全体最適化の指針のもとで、

世界一の情報コンテンツ産業として躍進するでしょう。詳細は http://www.media-line.or.jp/igu/e-learn/ 
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